
IPPAN SHITSUMON

一般質問は、議員の日常活動や考え方に基づき、行政全般に対する質問の要旨をまとめ、
指定日までに議長に通告したうえで行われます。

１人の制限時間は６０分（一問一答方式は５０分）で、１２月定例会では開会２日目の
１２月１０日に開催し、８人が町政の課題を質問しました。

問 マイナンバーカード登録に
ついて

マイナンバーカードの登録は、全国的にも普
及率が低迷しているが、当町住民の申請交付状
況も伸び悩んでいると思う。今後の見通しや登
録を、どのように推進されるのか。

問 ふるさと納税について
本町では他市町村のような多種多様な返礼品

に乏しいと思うが国からの改革通達もあり、返
礼品などにも制限が用いられるようだが、坂祝
町としては今後の活用や運用、そして推進方法
などをどのように考えておられるか。

坂 祝 町 で は 平 成 ３ ０ 年 度 の 寄 付 金 額 は
６１，５７１千円、今年度は１９，４１５千円

（ 現 時 点 ） で す。 ま た ７ 月 ま で の ４ ヵ 月 間 が
１９，３４３千円でしたが、８月からの４ヵ月間
は総額で７２千円と大幅な減額。令和元年５月
１４日付の総務大臣からの通達で、新たな制度
が設けられ当町でも返礼品の見直しを行い現在
は１５品となり、寄付も月１回程度となりまし
た。現状のままのやり方で納税を運用するのは
システム等維持管理費でマイナスになります。
今後は納税活用の仕方など、「クラウドファンテ
ング」を取り入れる等創意工夫を凝らしたいと
考えています。

答 総務課長

交付開始から３年半が過ぎたが国のデータで
は現在（７月）までに１，７７０余万枚で、取得
率は約１４％。本町はと言うと指摘されたよう
に、低迷しているのが現状であります。

政府は来年度末に６千万から７千万枚に急増
させ、２０２２年度末までにほぼ総ての人が

答 総務課長

三品敏男  議員
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問 高齢者の安全運転支援等に
ついて

自動ブレーキシステムやペダルの踏み間違い
時の急加速を防ぐ機能など、ドライバーの安全
運転を支援する装置を搭載した「安全運転サポー
ト車」や「後付のペダルの踏み間違い時加速制
限装置」の普及推進と高齢者を対象とした購入
支援策を考えているか。

また、免許自主返納される方の免許返納時に
おける公共機関の割引などの支援策を考えてい
るか。

問 坂祝町のＩＣＴ化推進状況
について

ＩＣＴ化によるペーパーレス化への取り組み、
将来的な業務の効率化、それに伴う人件費の削
減など、大きな成果につながる行政の将来を見
据えたＩＣＴ化の検討推進状況を尋ねる。

問 子育て施策について
町の現状にあった子育て支援施策を考えるべ

きではないか。また、出生率１．８の具体策、人
口増加を目指すには新たな施策の検討も必要か
と思うが。

政府による新たな経済対策の中で、ペダル踏
み間違いによる急発進などを防ぐ後付けの装置
を購入する費用を補助する方向で調整していま
す。令和２年１月以降の購入から対象となる見
通しです。今後は国の制度が始まれば制度を利
用していただけるよう、周知をしたいと考えて
います。

自主返納の支援策はありません。しかし、ほ
ぎもんバスを無料にて利用していただいてお
り、デマンドタクシーも運行していることから、
利用者は目的地まで気軽に行くことができま
す。利用の普及と運行改善は今後も課題として、
利用者に周知していきたいと考えています。

答 総務課長

ペーパーレス化については、各課に設置して
ある複合機のスキャン機能を活用し、ＰＤＦ化
して保存を行っています。また、文書管理シ
ステムにおいては、電子決済の中で添付資料を
データ化し、ペーパーレス決裁が可能となって
います。効果額としての数値は算出できていま
せん。

職員の紙での資料作りの事務量の削減は図れ
ると思っています。

現状は、ＩＣＴ化とは何か、何ができるかと
いうことの理解が進んでいないのが現状だと思
います。各課がどういった業務で活かしていけ
るかを検討して、業務の効率化に取り組んでい
く必要があると考えています。

答 総務課長

林　重光  議員

和田雅彦  議員

カードを持つと推定している。町主催の各種事
業で、マイナンバーカード普及に向けてのＰＲ
活動を行いながらカードを作成して頂くきっか
けづくりを行いたいし、リーフレット配布、Ｐ
Ｒ活動を行い今後、窓口の体制などの準備を行
い１枚でも多くの住民に取得をお願いしたいと
思っています。

松田和樹  議員
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農福連携事業という名ではなく、社会福祉協
議会が実施しているチャレンジ就労体験事業の
中で農作業を実施しているが、ビニールハウス
の利用は、社協職員、農家さんの負担が多く、
利用者の健康面を考慮し、現在は使用していま
せん。

チャレンジ就労体験事業としては、サンライ

フ内での事務的な作業や町内事業所への体験、
農家さん宅へ出向いての農作業は継続してお
り、今年度は実人数８名の方が利用され、内２
名が一般就労、３名が就労支援事業所へ就労さ
れています。

今後は、社協職員への過度な負担がないような
事業展開を検討していますが、障がい者等の収入
確保や農業分野の担い手確保などの意味合いを持
つ事業としての成熟が求められ、その手法につい
ては熟考する必要があると考えています。

答 福祉課長

問 農福連携事業の現状と今
後について

昨年度、産業建設課・福祉課・社会福祉協議
会と農家が連携し、社協が実施している農福連
携「チャレンジ就労体験事業」について、昨年
１２月作業場を視察し、大変良い事業であると
議員全員が感じた事と思う。しかし、その後訪
ねてみますと、現在は一時中断しているとの事
ですが、こんな素晴らしい事業がなぜ中断して
いるか、また現在の状況と今後の予定について
お尋ねしたい。

様々な事業を推進するとともに、坂祝町子育
て支援拠点の整備を着実に進めソフト面だけで
はなくハード面も整備し子育て支援をより充実
させてまいります。

また、町財政の見直しをしながら、新たな施
策の検討をしていきたいと考えています。

答 こども課長

問 防災計画における被災時の
対応について

防災計画の中でも被災時の対応マニュアルは
災害時の減災に繋がるものと考える。

避難所、特に東西館での暑さ対策は？

河村利道  議員

新井谷正代  議員

扇風機等で対応し、体調に不安のある方は福
祉避難所を利用していただきます。

答 総務課長

東西館は安全上、保管していません。災害に
備えて多くの燃料を保管するのであれば、危険
物取扱者資格を持つ職員が在籍している役場庁
舎での保管が考えられます。

答 総務課長

問 東西館の燃料保管について
東 西 館 の 発 電 機 は 満 タ ン（ １ ９ ５ Ｌ ） で

５０％負荷時４８時間の連続運転が可能である。
燃料である軽油は消防法で１建物に４０Ｌ以下
しか保管が許されない。東西館の分も含め中央
公民館のみでの保管量で十分か？東西館でも保
管は出来ないか？
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問

公立小学校・中学校事務職
員の標準的職務内容「職務
標準」（通知）に基づき教育
委員会による小学校・中学
校事務職員の標準的職務
範囲の明確化・研修の体系
化に関する指針・基本計画
の策定実態・校務支援シス
テム導入について

学校教育法が改正され、学校事務機能の強化
を目的に、事務職員の役割が「事務に従事する」
から「事務をつかさどる」へと変わった。学校
事務の共同実施により、「ミスや不正の防止」、
学校間の標準化など事務処理の効率化が図られ
る。一方、学校マネジメントの強化や教員の事
務負担の軽減など、事務処理の効率化などによ
る副次的な効果は、まだ十分でないとしている。
学校現場の「働き方改革」推進には「校務の情
報化」が急務として校務支援システムの導入を
文部科学省が推奨している。導入実態について
高橋教育長に答弁を求める。

問

各避難所にペット同伴での
避難に対応すると答弁いた
だいたがマニュアル化され
たか？

問 町内でのペットの種類は把
握しているか？

問
避難時の飼い主の心得を
記した冊子は活用している
か？

避難所運営マニュアル別冊（ペット版）を作
成しました。住民の方々に周知し、災害発生時
に備えたいと考えています。

答 総務課長

啓発用パンフレットを配布しており、今後も
周知に努めます。

被災時対応マニュアルを作っても周知しなけ
れば効果は半減してしまいます。被災時、町が
準備していることや出来ること、町民の皆さん
には防災グッズに暑さ対策グッズ（例えば水に
濡らして使用する冷感タオル）を加えてもらう
よう促すことやペット同伴での避難に関しても
町が準備出来ること、飼い主が行うことをお互
いに認識することも減災に繋がるものと考えま
す。

マニュアルやパンフレットは宝の持ち腐れに
ならないようしっかり活用していただきたいと
思います。

答 総務課長

登録されている犬以外は把握していません。

答 総務課長

松田賢治  議員

坂祝町教育委員会では、平成２９年度に『坂
祝町立小中学校管理規則』の一部を改定し、事
務職員の役割を「事務に従事する」から「事務
をつかさどる」とするとともに、「小中学校運
営支援室の設置」を新たに加えました。さらに
は『坂祝町立小中学校事務共同実施要綱』を制
定し、昨年度から『坂祝町小中学校事務共同実
施協議会』を立ち上げ、事務職員に小中学校長、
教育課課長、課長補佐、担当者も加わり、年間
計画を立てて活動しています。

次に、「校務支援システム」については、文部

答 教育長
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３年間の実績は、５９件で７，０２９，０００
円を交付しました。この事業により、環境負荷
低減の観点では一定の効果が得られたとして、
３年で廃止した経緯もありますことから、現在
は太陽光パネル設置支援を行うことは考えてお
りません。

答 住民課長

問

内部統制制度導入に基づく
内部統制に関する方針の策
定・内部統制評価報告書作
成・及び必要な体制整備充
実強化対策について

地方自治法の一部改正により内部統制に関す
る方針を定め、これに基づき必要な体制を整備
することになった（市町村長は努力義務）。方針
を策定した長は、毎会計年度、内部統制評価報
告書を作成し、議会に提出することになった。
内部統制とは、組織内部において違法行為や不
正、ミスなどが行われることなく組織が健全か
つ有効・公理的に運営されるよう、各業務で所
定の基準や手続きを定め、それに基づいて管理・
監視・保証を行う一連の仕組みである。内部統
制に対する首長の正しい理解、管理職を含めた
職員の意識改革＝職員研修の実施が必要である。
統制環境では、監査委員は首長が整備・運用す
る内部統制について、独自的評価を行う位置づ
けとしている。公金内部監査規定の制定、内部
監査の拒否及び妨害行為に対する処分等を規定
するものである。柴山町長の答弁を求める。

問

「将来世代につなぐ環境に
優しい文化のまち」の実現
を目指して坂祝町環境基本
条例の制定等、地球温暖化
対策加速・太陽光パネル設
置支援でエネルギーの地産
地消の推進を求める

低炭素から脱炭素は世界の流れ。２０１８年
に６年ぶりに改定された環境基本計画も脱炭素
社会を目指す。同計画では再生可能エネルギー
スタートダッシュの遅れを取り戻すには地方の
力が欠かせないとしている。風や太陽、大地の
恵みは無尽蔵、しかもタダ。石油やガスに依存
しながら、老朽化が進む原発の延命を図るより、
はるかに安全、安価である。「急速強化」された
台風１９号の豪雨による被害は３，６００億円、
観測史上例がない予想を遥かに超えている気象
災害の多発を見ても、「緊急事態」だとの認識が
広がっている、「セクシーに取り組むべきだ」と
は、危機感がなさすぎる。地球温暖化対策を加
速するために開かれた国連の気候行動サミット
では、７７力国が２０５０年までに温室効果ガ
ス排出を「実質ゼロ」にすることを表明した。
坂祝町環境基本条例の制定と太陽光発電設置補
助制度復活でエネルギーの地産地消を求める。

総務省は「地方行政及び地方公務員に対する
信頼の回復について」や「地方公務員の汚職防
止について」といった通知を公表し、従来の綱
紀粛正の取り組みが適切であったか、汚職事件
を引き起こす土壌がなかったか厳しく点検し、
チェック体制の見直しや管理監督者の研修強化
など、「不祥事防止策」を組織全体において講じ
ることを要請しました。

全自治体義務化への制度設計見直しがあると
予想されますので、現在は検討課題として考え

答 副町長

科学省の事業に県が申請し、『岐阜県統合型校務
支援システム』が導入されました。坂祝町とし
ては、今年度当初予算を組み、８月より取り組
みを始めています。夏休みには小中学校それぞ
れに職員研修を行い、来年度４月からの活用に
向けての準備がスタートしました。

ております。
人口減少社会において財政状況がますます厳

しくなる中、制度導入を見据えながら内部統制
を進めて、住民に信頼され、安定的、効果的に
行政サービスが提供できるよう取り組んでまい
ります。

6



小島利成  議員

問 環境問題のへ取組として、「プ
ラスチックごみ」について

プラスチックごみ（以下、「プラごみ」という）」
分別の復活はあるか。

問 ごみ行政に対する、柴山町長の考えを
お聞きしたい。

問 ごみ減量化に向けた啓発強化の具体的
方策はあるか。

問 本年３月議会で総務振興委員会が指摘
した調査研究は進められているか。

平成２６年度から３年間、「プラごみ」の分別
収集を実施しましたが、回収実績に比べ経費が
掛かりすぎる為かつ効果の薄い事業継続は難し
いと判断して廃止しました。現在ごみ排出量は
横ばい若しくは微増ですが、現状では「プラご
み」分別を実施することは考えておりません。
しかし、現在の生ごみ処理機購入に対する助成
を継続実施するなど、更なるごみ減量化に向け
た啓発強化に努めたいと思います。

現在町内のごみ分別収集は、各地区の衛生監
視員さんのご尽力により適正に管理されていま
す。また、ごみリサイクルと環境教育の一環で
ある資源回収活動に対し奨励金を交付していま
すが、年々収集量が減少しているので、地域の
皆さんのご理解ご協力をお願いします。

答 水道環境課長

ごみ処理を適正に処分することは、町として
の責務であり、今後も可茂衛生施設利用組合を
含めた近隣市町村と連携し行っていきます。「第
６次総合計画」の中でも、基本目標の一つとし
て「環境保全」も取り上げ継続していきます。

現在、環境衛生担当者は１名であり、今後人
員確保ができたら環境分野についても着手でき
ればと考えています。

答 町長

毎年秋の環境フェアなどでＰＲしています。
また「ごみ分別アプリ」の試用を検討中です。

答 水道環境課長

人口微増によりごみ搬入量が増加傾向です。
特に、野焼きが減少した分、可燃ごみで剪定木
や伐採木などを出す家庭が増え、これがごみ搬
入量増加の一つの原因かと考えています。

答 水道環境課長

当町の環境に対する機運を見るに、条例の必
要性は感じつつも、現段階で制定することは時
期尚早ではないかと考えております。

また、現在、水道環境課の体制としまして、
環境衛生担当が１人（下水道事業と兼務）であ
り、日々日常のごみ処理等衛生業務に専念せざ
るを得ず、環境政策を企画立案、実施するには
非常に難しい体制であります。近い将来、人員
配置がなされて体制が整った暁には、各種の環
境関連施策の推進も可能ではないかと思いま
す。

環境に対する住民をはじめ町全体の機運の高
まりを見極めながら、条例の制定や再生可能エ
ネルギーを含めた各種の環境施策を実施してい
きたいと考えております。
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